
１　はじめに

　地域間の経済格差の是正と地域レベルの経済

再生は，新しい問題ではないものの，ここ数年

間は，これまでとは異なった観点から地域経済

活性化に関心が集まっている。まず，少子高齢

化などの人口変動や経済のグローバル化を背景

として，産業や社会生活での地域間競争につい

て懸念が高まっている。さらに，市町村合併や

地方分権化の動向にも関連して，持続可能でか

つ地域が主体となる経済活性化政策について議

論が高まっている。

　こうした関心は，結果として，個性のある地

域の創成，自然環境も生活環境も尊重した持続

的開発，世界経済の変動に影響を受けにくい地

域産業構造の発展，などへの要求という形を

とって政府や地方自治体に対する要望が高まっ

ている。地域経済に対する関心が高まっている

のは日本だけではない。例えば，米国では，政

策の焦点を金融機関から地方都市の商工業に移

行すべきという要求を意味する「『ウォールスト

リート』から『メインストリート』へ」というス

ローガンが２００８年の大統領選挙と連邦議会議員

選挙の選挙運動でよく聞かれていたそうであ

る１）。

　こうした状況を受けて，本論文では，より自

律的かつ持続可能な地域経済活性化に貢献する

アプローチを紹介する。本論文で主張したいこ

とが４つある。第１に，予想される地域間競争

の見通しを述べて，地域経済についての危機感

を共有することである。第２に，米国で実践さ

れている地域経済成長のための手法として知ら

れる「エコノミックガーデニング」を紹介すると

ともに詳細な情報を提供することである。第３

に，日本におけるエコノミックガーデニングの

実践について可能性と課題を検討することであ

る。そして，最後に，エコノミックガーデニン

グなどの地域経済成長政策に資するために今後

進めるべき検討課題や研究課題について言及す

る。

２　地域間競争の激化

　経済産業省地域経済産業政策課が関連する

「地域経済研究会」（座長：大西隆東京大学先端

科学技術研究センター教授）では，これからの日

本が目指すべき地域経済の姿やそれを実現する

ための政策の方向などを検討し，２００５年１２月２

日に報告書『人口減少下における地域経営につ

いて』を発表した２）。報告書では，いくつもの前

提条件をおいて，２０３０年の地域経済がどのよう

になるかをシミュレーションによって推定して

いる３）。シミュレーションの結果として，①東

京都市圏では人口増加となるものの他のほとん

どの都市圏において人口が減少する，②域内総

生産が拡大するのは大都市圏を中心に３５都市圏

のみでありその他の都市圏では縮小する，③地

域内の消費で構成される域内市場産業では人口

減の影響により約９割の都市圏で生産額が縮小

する，などと推定している。表１は，都市雇用

圏における経済規模の変化を推計したシミュ
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レーションの結果である。東京都市雇用圏や政

令指定都市の都市雇用圏はプラス成長であるが，

その他ではマイナス成長となることが明らかに

なっている。東京と地方の県庁所在地との格差，

県庁所在地と小都市との格差が，それぞれ拡大

すると見られている。

　先に挙げた推定によれば，筆者の大学がある

秋田県では，２０３０年には，①人口は現在の６割

～７割となりしかも高齢化がさらに加速する，

②県内の経済規模は現在の７割～８割となり世

帯収入や税収入が減少する，③公共投資が大幅

に減少する，と推定されている。秋田県では，

経済のグローバル化により企業や工場の誘致が

国際的な競争のために困難になりつつあり，し

かも県内経済の中で公共支出が占める割合が大

きいため，公共投資の減少が県民の所得に与え

る影響は少なくない。

　『人口減少下における地域経営について』では，

今後の地域経営の在り方として，各地域が地域

資源を的確に活用し，地域ごとに個性的で効率

的な地域経営を行っていくことが重要だと提言

している。秋田を例にすれば，自然環境や郷土

文化そのものを地域力のポテンシャルとして捉

えて，「穏やかに自然とともに暮らせる県」とし

て魅力を打ち出すことが可能である。この場合

には，いかにして自然環境や文化を維持しつつ

経済成長を成し遂げるかが課題となる。

　地域資源を活用する場合には，地域の経済を

支える基盤産業が活性化するように資源を配分

することが望ましい。基盤産業（あるいは基盤活

動）とは，その地域における自己消費分（内部需

要）を上回る余剰分を地域外に「輸出」し，外部か

ら所得をもたらしてその地域の存立や発展を支

えている産業である。必ずしも国外に輸出する

とは限らず，地域外から所得をもたらすことが

できればよい。基盤産業が地域にもたらす所得

が，域内市場産業や地域外から「輸入」する商品

に費やされる原資となり，地域の地方自治体に

納税される基礎となる。その地域の地理的・歴

史的条件により，各種製造業，農業，観光関連

産業のいずれもが基盤産業となりうる。

　ただし，米国でも日本でも，地方経済の基盤

産業は農林水産業であることが多い。地域経済

活性化において重要な役割を担うにもかかわら

ず，農林水産業では，類似の商品が多くの地域

によって提供されているために，低価格競争に

陥りがちである。その中で，生産性の向上や規

模の経済の機会に乏しい地方経済は有利な立場

に立つことができないでいる。

　地域経済活性化のために観光産業を育成しよ

うとする地域もあるが，観光産業は地域経済活

性化の起爆剤になるとは限らない。それは，観

光産業には，①その地域の魅力だけでなく，景

気の動向や燃料価格などの変動により需要が変

動する，②自然の魅力に依存する地域では観光

への需要は季節変動が大きい，③競合する地域

が多いために低価格競争に陥りやすく観光産業

に従事する人々の所得向上にはつながりにくい，

などの弱点があるからだ。

　既に各地で地域資源を活用した経済活性化の

試みが始まっており，各地域の自治体は，企業

誘致，イベント招致，観光客や留学生の獲得な
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表１　経済規模（域内総生産：GRP）の変化 

2000年 
（兆円） 

2030年 
（兆円） 

伸び率（年率） 
（％） 

東京都市雇用圏 

政令指定都市の都市雇用圏 

県庁所在地の都市雇用圏（政令指定都市は除く） 

10万人以上の都市雇用圏（県庁所在地は除く） 

10万人未満の都市雇用圏 

159.6 

132.8 

78.8 

106.1 

24.4

176.8 

141.9 

76.3 

99.3 

20.7

＋10.7（＋0.34） 

＋6.9（＋0.22） 

－3.2（－0.11） 

－6.4（－0.22） 

－15.1（－0.55） 

出典：『人口減少下における地域経営について』11頁 



どにおいて競争している。

　中村剛治郎は，再生に取り組む地方圏の地域

では農林水産業の衰退に直面するところが多い，

という指摘へのコメントとして，「農林水産業の

衰退が放置されたまま，地域間競争や地域特産

物づくりを行ってもうまくいかない。フランス

のように，国として農業や農村を守るという政

策を明確に打ち出してこそ，地域の創意工夫が

生きるし，小さな農産漁村も美しい村として生

き残れるという事実を教訓とすべきだ。」と答え

ている。

　また，地域再生を実現していく上での課題に

ついては，「ポスト工業化の時代の地域再生は，

内外の人材が住みたくなる魅力づくりが重要だ。

環境や文化，医療・福祉，生活の質を充実する

取り組みを新しい関連産業や雇用の創出に結び

つける視点から，地域産業政策を進めるべきで

あり，地域のおける政策統合の仕掛け作りが大

切となる」と指摘している４）。中村が指摘すると

おり，地域経済活性化のためには地域経済の意

味を再解釈し，持続可能性のある地域づくりを

主眼においた政策が求められる。市場がグロー

バル規模まで拡大する中で，地域経済の意味を

どのように考えればよいのか，次に述べたい。

３　地域経済の重要性

　経済がグローバル化する中で，地域主導で経

済活性化を進めることは，今後ますます重要に

なる。その理由は２つある。まず，グローバル

経済に対する疑義と地域経済に対する関心が高

まっていることである。次に，地域の特性に即

した手法により地域の特色のある産業を育成で

きることである。この２つの点を以下の通りさ

らに詳しく説明したい。

　経済のグローバル化は，運輸・交通や通信な

どコミュニケーションに関するコストの大幅な

低下と連動している。トーマス・フリードマン

が述べているように，現在は，大航海時代から

帝国主義までの「グローバル化　１.０」や多国籍

企業時代の「グローバル化　２.０」からさらに進

化しており，個々人が国境にかかわりなく競争・

協調する「グローバル化　３.０」の時代となって

いる５）。こうした変化は，情報通信分野におけ

る高度な技術発展と，グローバル化を許容し促

進しようとする法的・制度面における進展なし

にはあり得なかった。結果として，経済を構成

する要素である労働力，資本，生産物の市場が

世界的に拡大し，必要な資源や商品を市場で売

買することがより自由にできるようになった。

　単純な市場経済モデルでは，完全競争によっ

て得られる市場均衡点が生産者も消費者も含め

た社会全体の便益（経済学用語では「社会厚生」

という）を最大化する６）。ただし，このモデルが

成立するための前提には，取引される財に関す

る情報の透明性が完全に確保されていること，

生産者も消費者も匿名で多数いること，価格に

反応して市場でのみ生産者と消費者との関係が

成立することなど，現実的ではないほどに厳し

い条件が付けられている。アダムスミスが『国富

論』で述べたのは市場に任せておけばすべてが

解決するという趣旨ではなかったと指摘されて

いるが，グローバル経済では，市場への参加者

が拡大するために市場での匿名性が発揮され，

価格に敏感に反応する市場が機能しやすくなっ

ている７）。

　しかし，注意すべきなのは，グローバル経済

ではコミュニケーションのコストが低下してい

るにもかかわらず，原料供給者，製造者，流通

業者，消費者との間の信頼できる関係に疑問を

与えるケースが増えつつあることだ。例えば，

食品の偽装表示や薬物の混入などの事件を契機

として食品の安全性に関して消費者の関心が高

まっているのは，食品の製造や流通に関わる

人々に対する信頼への低下を反映していると考

えられる。

　コミュニケーションが安価かつ容易になった

にもかかわらず，市場の参加者の間で信頼関係

（「リレーションシップ」）に関する不透明性が増

大し，良好なリレーションシップを維持するた
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めのコストが増加しているのは皮肉なことだ。

こうした状況では，特に食品など日常生活に密

着している分野において，グローバル経済への

疑義と，「顔が見える」地域経済への関心とが高

まる。つまり，この意味において地域的な経済

開発を推進し社会厚生の改善に貢献する意義が

ある。

　地域主導で経済開発を進める第２の意義は，

全国一律の手法によるのではなく，地域の特性

に即した手法により，地域の特色のある産業を

育成できることである。地域の特性を理解する

ためには適切な「地域社会のモデル」を用いるこ

とが重要である。

　さらに，地域開発においては地域内部からの

動機付けが大切である。他から与えられた構想・

企画や計画だけに頼ると，社会のどこかに過大

な負担がかかったり，どこかが希薄になったり

するからだ。

　経済がグローバル化しているからこそ地域経

済の重要性が高まる。経済学者によるこれまで

の研究では，活発な起業家活動（アントレプレ

ナーシップ）と地域の経済成長との間に関連が

見られるという結果が得られている。これにつ

いて次に述べよう。

４　起業家活動と経済成長

　起業家活動が経済成長につながるとする主張

はいくつもの学術研究に見られる。例えば，ホー

ルとリーバーマンは，経済資源として，資本，

労働，土地および天然資源，起業家活動の４つ

を挙げており，この４つを活用することによっ

て経済活動が活発になると指摘している８）。

　ヴァン・ステルは，国際的起業家調査（Global 

Entrepreneurship Monitor：GEM）が用いてい

る指標である全起業家活動指数（Total 

Entrepreneurship Activity：TEA）と国の経済

成長について，１９９９年から２００３年に亘る３６カ国

のデータをサンプルとして関係を調べた。その

結果，起業家活動と経済成長との関係は途上国

においては負の関係であるが先進国においては

正の関係であることがわかった９）。この研究か

らは，起業家活動の意味そのものが先進国と途

上国とで異なっている可能性があることがわか

る。例えば，自分が開発した新技術を活用しよ

うとして起業する人と，就職が難しいために自

営の道を選ばざるを得ない人とでは，起業家活

動の持つ意味が異なり，したがって経済活動へ

の影響も異なる。ただし，この二つのグループ

の関係が同一国内の異なった地域でも当てはま

るかどうかについては，追加的な調査を必要と

する。

　ヴァン・ステルは，一方で，英国における地

域データを用いて，企業の新規開業と雇用創出

の関係，および新規開業を支援する政策の効果

についても調査した。この研究からは，企業の

新規開業は雇用創出と正の関係を持つものの，

新規開業を支援する政策が雇用創出に大きな影

響を与えていることは確認されなかった。これ

について，ヴァン・ステルは，起業家活動の量

だけではなく質も問われるべきであり，高い技

術を持たない人材が補助金に誘導されて起業し

ても雇用の拡大につながらない，としている１０）。

　ブルースらは，１９８８年から２００２年までの，米

国５０州のデータを用いて，中小企業活動の活発

さと地方経済の成長について調査した。その結

果，中小企業の新規開業は，州経済の規模と雇

用との成長に大きな影響を与えていることを指

摘した１１）。

　これらの研究は起業家活動と経済成長との相

関を述べたものであるが，個人または企業とい

うミクロレベルにおける起業家活動が地域の経

済成長というマクロレベルにおける経済現象に

どのような経路で結びつくのか，経済学者の間

では必ずしも見解は一致していない。長田直俊

と渡辺千仭は，新興企業の誕生および活動は国

の産業構造に変化をもたらし，その産業構造の

変化が国も経済成長に影響を与える，というモ

デルを提示している１２）。

　オードリッチとカイルバッハは，新規開業に
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貢献する地域の資源として「起業家活動資本

（entrepreneurship capital）」という概念を提示

し，知識や技術の拡散，競争の増加，多様化の

促進を通じて，起業家活動資本は生産活動の増

加と経済成長に貢献する，と説明している１３）。　

キャリーとチュリックは，過去の研究を概観し，

起業家活動と経済成長との関連について分析し

た。その結果，知識や技術に関する正の外部性，

技術革新，競争の拡大の３つが起業家活動と経

済成長とをつなぐ道であることを述べているが，

同時に，起業家活動と経済成長とが相互に関連

しているという可能性や，起業家活動が個人の

レベル，企業のレベル，地域および国の経済レ

ベルでそれぞれ異なった特徴を示している可能

性も指摘した１４）。

　起業家活動が盛んだから地域経済が成長する

という単純な因果関係なのではなく，その地域

に起業家活動を盛んにしうる社会経済的な土壌

があれば地域経済は成長しやすい，という関係

が成立している可能性がある。ファイゲンバウ

ムとブルナーは，生態学の用語を用いて，起業

した会社が成長して規模を拡大し最終的には主

要企業の仲間入りをするという，一連の発展を

可能にする環境を「ハビタット（ｈａｂｉｔａｔ，生育

環境）」と呼んでいる１５）。そして，「起業ハビタッ

ト」を構成する要素として，「起業家，ビジネスマ

ネジャー，ベンチャーキャピタル，銀行，研究

志向大学，技術者，科学者，インダストリアル・

デザイナー，会計士，財務専門家，マーケティ

ングおよび販売専門家，特別な政策や規制，新

ビジネスの創出を歓迎する文化的・教育的風

土」を挙げている１６）。起業家活動に限らず，企業

活動全般を活性化するハビタットを有する地域

において経済成長が高いのは道理である。

　地域のハビタットに積極的に関与して経済成

長をもたらす政策にはどのようなものがあるか。

ファイゲンバウムとブルナーは，ハビタットを

再設計して新しい企業の成長を促すことができ

る よ う に，地 域 が「起 業 特 区（Special 

Entrepreneurial Zone）」という特別な区域を設

置すべきであると提案している１７）。しかし，日

本ではこれまで起業特区は設置されたことがな

かった。その理由は，日本の特区制度は規制緩

和事業を行う構造改革特区が中心であり，ハビ

タットの形成を促進するような仕組みではな

かったからである。ただし，経済成長をもたら

しうるハビタットを地域が主体となって形成す

る政策は，起業特区の設置だけではない。地域

主導で企業活動を活性化し経済開発を行う手法

としては，次に述べるとおり，「エコノミック

ガーデニング」という愛称の政策がある。

５　エコノミックガーデニング

　「エコノミックガーデニング（Economic 

Gardening）」とは，地元の中小企業を育成し成

長させることにより地域経済を成長させる政策

である１８）。この政策は米国の地方自治体で１９８０

年代末から実践されている。現在では，エコノ

ミックガーデニングあるいは類似する手法が，

コロラド州，ジョージア州，カリフォルニア州，

ワシントン州，オレゴン州，ウィスコンシン州

などの諸都市，さらにオーストラリア，ニュー

ジーランド，アイルランドの一部の都市で採用

されている。

　米国では，一部の自治体で大企業や多国籍企

業を誘致することによって経済活性化に成功し

たが，全ての地方自治体がそのような戦略を採

用したわけではない。大企業を誘致するために

は，用地や補助金の提供，法人税や固定資産税

の優遇措置など，様々なインセンティブが求め

られる１９）。しかし，財政基盤の弱い自治体や大

規模な産業用地を用意することができない自治

体では企業誘致による経済開発が難しい。

　これに対して，エコノミックガーデニングは，

好条件を用いて地域外から大企業を誘致する

（ハンティングする）のではなく，「ガーデニン

グ」という言葉が表すとおり，手間暇かけて，た

くさんのきれいな花が咲く庭園を造るように，

地元の企業を支援し雇用を増やす手法である。
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特に中小企業や起業家を支援することで地元経

済が成長することを意図している。

　ただし，エコノミックガーデニングは，補助

金やインキュベーション施設の提供などにより

単に起業家活動を支援する政策ではない。むし

ろ，積極的で革新的な企業活動が地域に存在す

ることを前提とした政策である。行政にも民間

企業にも住民にも積極性や進取の活動が欠如し

ている地域ならば，エコノミックガーデニング

は成功しないかもしれない。

　エコノミックガーデニングは，地元の企業を

育成するシステムを構築する取り組みであり，

特定のプログラムや特定の哲学・思考法を指す

のではない。米国での各地の取り組みでは，そ

の地域の状況によって内容が変わるものの，以

下の点において共通している。

　第１に，日本における地域経済活性化と異な

り，必ずしも地域ブランドや地域資源にはこだ

わっていない。第２に，大都市近郊の衛星都市

でも農村地域や人口の少ない地域でも実施可能

である。ただし，人口の少ない地域では新しい

産業を生み出すために起業支援が重要な要素と

なる。第３に，新規開業企業ばかりでなく，「ガ

ゼル」と呼ばれる急成長企業を支援することも

多い２０）。特に基幹人材や競合企業に関する情報

を適切に提供することにより，雇用創出力をさ

らに高めうるからだ。第４に，地域の生活の質

を維持し向上させながら経済成長を達成しよう

とする長期的な観点が必要であり，政府機関，

非営利団体，民間企業，政治指導者，コミュニ

ティーの各種グループ，その他の地元指導者の

間で，理解と協力とを確立しようとする超党派

的な実行機関が不可欠である２１）。

　以上から明らかなとおり，エコノミックガー

デニングによって地域経済の成長という美しい

「庭園」を造るためには，「施肥」（地元企業に必要

な支援内容は常に変化するので，それに合わせ

て適切かつ迅速に対応する），「除草」（地元企業

が効率性を追求できるようなサービスを提供す

る），「多品種の育成」（経済環境が変動しても地

域が打撃を受けないように予め性格の異なる多

様な産業や企業を認める）など，手間暇がかかる

ことを理解しなければならない。また，腕前が

よく政治的立場の偏りがない「庭師」（エコノ

ミックガーデナー）が必要である。

　米国でエコノミックガーデニングを実施して

いる二つの都市の例を紹介しよう。まず，コロ

ラド州リトルトン市は大都市であるデンバーの

近郊に位置する都市であり，人口４万人ほどで

ある（図１参照）。リトルトン市では，１９８０年代

末に，冷戦の終結による産業構造の変化に伴っ

て地域の主要企業が閉鎖してしまい失業に悩ま

された。このときに地元企業を強化して経済成

長を図るエコノミックガーデニングを開始した。

　リトルトン市におけるエコノミックガーデニ

ングの原則は「企業家精神あふれる地元の中小

企業が活躍できる環境を創出する」ことにある。

この原則のもとで，商業や生活の質を維持向上

させるインフラの整備，企業と支援者との交流・

意見交換の改善，行政から企業に対する市場情

報や市場分析の提供とコンサルティング，など

が実施された。既に事業実績がある企業だけで

なく，これから創業しようとする市民がエコノ

ミックガーデニングのサービスを受けられるの

もリトルトン市の特徴の一つである。リトルト

ン市ではエコノミックガーデニングを採用して

以来１５年間で，雇用数は２倍以上に，売上税収

入は３倍に増えた２２）。これは近隣の各都市の実

績を大きく上回る成果である。

　次に，オレゴン州ビーバートン市は２００６年か

らエコノミックガーデニングを開始した。ビー

バートン市は，オレゴン州の大都市であるポー

トランド市に隣接する人口約８万人の都市であ

る。

　ビーバートン市は２０００年に「経済開発戦略計

画」を策定し，新規開業企業および既存企業のた

めに革新的な環境を整備すること，経済開発の

ために行政が強固なパートナーシップを提供す

ること，市民のために質の高い生活を確保する

こと，を戦略として掲げた。それ以降，この戦
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略に沿った計画を進めるべく努力した結果，エ

コノミックガーデニングを採用することとした。

ビーバートン市が２００６年１０月にビーバートン市

商工会議所理事会に提出した文書によれば，

ビーバートン市がエコノミックガーデニングに

着手する理由の一つには，「新たに造成できる産

業用地を確保することができないために，企業

誘致によって新たな雇用をつくろうとする近隣

都市との競争において勝つことができないこ

と」が挙げられている２３）。ビーバートン市では，

エコノミックガーデニングの対象を，「既に事業

実績がある」「事業計画を完成させている」「拡大

意欲がある」「財務体質が健全な」中小企業に限

定している。こうした限定を設けたのは事業効

果を高めるためと市の人的資源等を効率的に活

用するためと考えられる。また，ビーバートン

市では，対象となる企業への支援としてビジネ

ス関連情報の提供と分析が中心である。

　以上のように，実施する都市によって対象や

内容に多少の違いはあるものの，情報とインフ

ラとネットワーキングを重視するというエコノ

ミックガーデニングの方向性は共通している。

６　エコノミックガーデニングのツール

　エコノミックガーデニングでは，企業の活動

を支援するために様々なツールを用いている。

地域によって用いるツールには多少の差はある

が，ほぼ共通しているものは，（１）各種のデータ

ベースで得られる情報と情報分析の提供，（２）

地理情報システムの活用，（３）インターネット

を活用したマーケティング支援，である。それ

ぞれのツールに関して詳細を述べよう。

　米国では，ビジネス活動に必要な様々な情報

がデータベースとして入手できる。ビジネス活

動に利用できるデータベースの種類については

表２を参照してほしい。

　これらのデータベースには無料のものも有料

のものもあるが，情報は常に更新しなければな

らないために煩雑であるほか，詳細なデータ

ベースの中には中小企業では頻繁に購入するに

は高額すぎるものもある。代表的なデータベー

スの例としては，Lexis－NexisやDIALOG（専

門誌・専門紙記事など），Dun＆Bradstreet（企

業信用情報・企業経営状況情報），Reference 
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USA（メーリングリスト作成に適した企業情

報），Experian（信用情報），Dodge Construction 

Report（商業施設の建設計画）などである。エ

コノミックガーデニングを実施している機関は

こうしたデータベースを購入し，企業の求めに

応じて情報を提供したりデータベースから得ら

れる情報をさらに分析してその結果を企業に提

供したりしている。リトルトン市では１５近い

データベースを常に確保しており，１０万件近い

専門誌・専門紙の情報を得ることができる２４）。

　素早くかつ的確な経営判断を迫られる経営者

を支援するためには，情報を提供する側にも正

確さとスピードが要求される。ゴルフに喩えれ

ば，難コースの最終ホールのティーインググラ

ウンドに立ち，刻々と変化する風を気にしなが

ら，勝負を賭けたティショットを打とうとする

ゴルファーのことを考えてみればよい。熟練し

たキャディさんからタイミングよく助言をもら

えるかどうかにより，ゴルファーの成績は変

わってくる。リトルトン市でエコノミックガー

デニングの行っているチームでは，データベー

スから得られた情報を元にして分析するとき，

４頁ほどの分析報告書ならば２～３日で作成し

て分析を依頼してきた企業に届けられる状態に

するそうである。

　例えば，競合企業分析報告書には，競合企業

名，ホームページ，所在地と連絡先，その企業

の商品やサービスや技術の特徴，その他の情報

を載せ，競合の状況の分析と競合に勝つための

勧告事項を述べている。また，業界動向分析報

告書であれば，業界の定義，市場の状況，その

業界が現在直面している課題，ユーザーと需要，

支援が期待できる専門家のグループなどを掲載

している。こうした報告書を受け取った経営者

からは度々賛辞が送られてくるという２５）。

　地理情報システム（Geographic Information 

Systems：GIS）は，地理情報と統計情報（人口統

計，収入や支出，消費者のライフスタイル情報，

など）とを組み合わせて，地図や図表の形で数値

情報を表現するものである。商圏分析や店舗立

地計画のために大きな効果を発揮する。GISの

ツ ー ル と し て，米 国 で は，ArcGISやSite 

Targeterなどがよく使われている。

　例えば，ある都市で若者向けの比較的高額な

スポーツ用品を販売する店の立地を考えてみよ

う。対象となりそうな顧客が多く住んでいる地

域，顧客密度，その地域の平均収入，スポーツ

用品への平均的な出費額，顧客のライフスタイ

ル情報，既に出店している同業他社の店舗の位

置，平均的な商圏半径などの情報を地図上に表

現することで，どの地域に立地すれば有利であ

るかを知ることができる。こうした分析は都市

内での店舗立地計画に用いるだけでなく，既に

自分の顧客となっている人々と同じような属性

を持つ人々がどこにいるかを知ることによって，

顧客の拡大につなげることもできる。その点で

は，地域外に製品を「輸出」しようとする企業に

も役に立つだろう。

　自分の地域の外にいる顧客に対して広くマー

ケティングを行う場合にはインターネットをう

まく活用することが不可欠である。インター

ネットで情報検索をする際には，Yahoo ！や

Googleなどの検索エンジンを用いることが一

般的であるから，検索された際に自社のホーム

ページが検索結果の１頁目の上位になるような

工夫が必要である。検索エンジンのプログラム

はホームページの構造を読み取る際に特有のク

セを持っているようなので，逆にそのクセをつ

かんで検索結果の上位になりやすいようにホー

ムページをつくれば，インターネットによる

マーケティングでは有利になる。この技術が「検

索エンジン最適化（search engine optimization：

SEO）」である。さらに，自社のホームページを

訪れた人についての情報を詳細に分析する

Google Analytics（無料，登録が必要）２６）や，

Google検索の検索結果ページに広告主の細か

な 希 望 に 応 じ て 広 告 を 掲 載 す るGoogle 

AdWords（有料）２７）などを活用することにより，

インターネットによるマーケティングをさらに

効果的に展開することができる。
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　例えば，Google Analyticsにより，自社のホー

ムページを訪れる人が何曜日の何時頃にどのリ

ンクを経由して来たかがわかれば，そうした状

況に適した広告を用意することにより広告効果

が高まるだろう。また，検索する人がどんなキー

ワードを使って検索するのかがわかれば，その

キーワードをホームページに入れることによっ

て自社のホームページが検索結果の上位になる

可能性が高くなる。ただし，検索エンジン最適

化，Google Analytics，Google AdWordsは，初

心者にとって難しい部分もあるため，経験者や

専門家によるアドバイスが必要になる。

　リトルトン市などエコノミックガーデニング

を実施する機関の中には，そうした指導を提供

するところもある。もちろん，検索エンジン最

適化やGoogle Analyticsによる分析を実施した

からといって，それが売上の増加に直結すると

は限らない。しかし，自社のホームページを訪

れる人が増えればそれだけビジネスの機会も増

えることが容易に考えられる。

７　日本におけるエコノミックガーデニング
への関心

　日本では，エコノミックガーデニングについ

て，いくつかのメディアで紹介されたためか，

最近になって知名度が上がってきた２８）。各地の

市議会でも議員からの質問の中でとりあげられ

ている。例えば，神奈川県伊勢原市では，２００８

年６月２３日に開催された市議会６月定例会の一

般質問において小沼富夫議員が，

　「日本でも，地域に存在する中小企業支援セン

ターでは，ワンストップでこうした情報や支援

のためのアドバイス提供などを行っているもの

の，アメリカの場合のように，地域がみずから

の手で支援機関として活動を行うという仕組み

とは，若干異なっております。つまり，地域が

経済活動の主導権を握れるようインセンティブ

を与えていける仕組み，言いかえれば，情報の

プラットホームを構築することが重要でありま

す。こうした取り組みにより，地域ブランドも

推進をされます。また，中小企業支援をしっか

りと行っている地域，基盤が強い中小企業の集

積というイメージが定着をすれば，大手からの

受注増や企業誘致の新たなインセンティブにつ

ながることも期待できます。従来の企業誘致を

否定するのではなく，アウトサイド・イン戦略

とエコノミック・ガーデニングに象徴されます

インサイド・アウトの成長戦略のバランスを

図っていくことが重要と考えるわけでございま

す。（中略）エコノミック・ガーデニングと呼ばれ

る地域活性化の手法についてのご見解をいただ

きたいと存じます。」と質問した。これに対して，

佐野猛経済環境部長が，

　「エコノミック・ガーデニングは，地元での起

業や地域産業を丹念に育成することによりまし

て，大成功ではないがゼロでもないという水準

の成果を達成する手法として，アメリカで注目

をされているものでございます。（中略）市とい

たしましては，商工会，経済団体等との積極的
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表２　ビジネス活動に利用できるデータベースの種類 

目　　的 データベースの種類 

売れ筋商品分析 

 

顧客（企業）リストの取得 

競合企業分析 

業界動向　分析 

商圏分析 

世論調査結果 

専門誌・専門誌記事 

ライフスタイル動向 

企業信用情報・企業経営状況情報 

企業信用情報・企業経営状況情報 

業界（産業）動向調査 

地価情報 

地区別人口動態・収入支出情報 



な情報交換会や産学連携の促進を目的とする協

議会への参加など，これまでも地域産業の振興

を念頭に置いた中で施策の展開を図ってきてい

るところでありますが，ご指摘のございました

エコノミック・ガーデニングの考え方を意識し

た上で，どのような施策が効果的かを考えてい

くことは大変意義のあるものだと認識をいたし

ております。今後この手法の具体的な内容につ

きまして，引き続き理解を深めるとともに，商

工会，経済団体からのご意見を伺いながら，本

市の実情に即した施策の展開を図りたいと考え

ております。」と回答している２９）。

　また，山形県米沢市では，２００８年６月１６日に

開催された市議会６月定例会の一般質問におい

て相田克平議員が，

　「最近，エコノミックガーデニングという言葉

がございますが，市長，ご存じでしょうか。エ

コノミックガーデニングというのは，２００６年版

のアメリカ中小企業白書に紹介された手法なん

ですが，私も受け売りなので，ちょっと読ませ

ていただきます。（中略）実は，新しい響きなんで。

ずっと米沢市ではやってきていますよね，今ま

で。歴史的に見ても，やってきているはずなん

です。山形大学工学部があり，そして結果的に

は移られていきましたが帝人さんの会社発祥で

もございます。そうやって地元の研究機関，地

元の企業，地元の技術者が組み合うことによっ

て町を磨いてきた感じなんです。（中略）それに

しても，枯れようとしている花に水をやったら

いいのはわかっているけれども水もやらないで

いるんです。どういう庭をつくろうかなという

ふうにしている状況ですよ，今。時間がかかり

過ぎる，判断が遅い。『やる』と判断したことは，

できるだけ早くやるべきです。市長は以前に，

米沢市政にもっとスピードが大切だ，必要だと

いうことを言われていたと思います。ぜひその

スピードを発揮していただきたいと思うんです

が，いかがでしょうか。」と質問した。これに対

して，安部三十郎市長は，

　「今のご質問でエコノミックガーデンですが，

去るまちづくり新聞で私も読みました。読み上

げた文章，全く同じですから，多分，同じもの

をごらんになったのかなと思います。私はそれ

を読んで，結局は従来は内発型の発展というこ

と……，内発型の発展は，町とか全体的に内発

型の発展に対して支援するということではなく

て，もっと細かく見て，そして手を発見して，

その手を伸ばしていくという，きめ細やかに内

発型の発展に手を差し伸べていくという，そう

いう意味かなというふうにとらえております。

そういう意味では，おっしゃったことは全くそ

のとおりだというふうに思います。（中略）その

意味で，個々の商店などで伸びるところ，伸び

る芽があれば，そういうところも伸ばしていく

ような行政努力は必要かというふうに考えてお

ります。」と回答している３０）。

　いずれの市議会においても，地域経済活性化

のためにエコノミックガーデニングを活用しよ

うとする関心が伺える。また，エコノミックガー

デニングに限らず地域の資源を活かし地域の企

業を育成する政策を実施しようとする姿勢があ

ることもわかる。

　エコノミックガーデニングで用いられている

ツールの一部は，日本の企業や自治体などで既

に活用されている。例えば，株式会社東京商工

リサーチでは，企業情報データベースを利用で

きる会員制の情報サービスを提供している。サ

ンプルレポートで見る限りで判断すると，この

サービスは，米国でエコノミックガーデニング

を実施している機関が使う情報サービスとほぼ

同様の趣旨である。ただし，企業信用情報や企

業経営状況情報に優れている反面，企業の持つ

技術に関する評価はあまり詳細に書かれていな

いようである３１）。また，株式会社インテージは，

消費者市場動向に関するデータを蓄積し，マー

ケティングリサーチのサービスを提供している３２）。

さらに，株式会社帝国データバンクは，広範囲

なデータベースとマーケティングリサーチ能力

を有している３３）。

　ＧＩＳを用いた商圏分析や店舗立地計画につい
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ては，財団法人さっぽろ産業振興財団札幌中小

企業支援センターが提供する「出店くん」という

サービスが有名である。同センターの説明によ

ると，「出店くん」とは，「飲食業，医療機関を中

心とした約１２０,０００件の（業種）店舗データから，

検索したい（業種）店舗の分布状況を，札幌市の

地図上に表示」することができ，さらに「任意の

調査希望地点から指定範囲内に該当する条丁目

毎の人口等の統計表を作成し提供」するサービ

スである。ユーザーが「でき上がったデータを見

れば，顧客となる人口の分布状況，競合店の分

布状況が一目で」わかるという３４）。

　ツールが類似しているにもかかわらず，上に

挙げた市議会における答弁から判断する限りで

は，エコノミックガーデニングは日本の自治体

にとってまだ研究段階であり，本格的にエコノ

ミックガーデニングを実施するには時期尚早で

あると判断されていることもわかる。日本の自

治体がエコノミックガーデニングを実施するに

は，どのようなことがネックになっており，ど

のようにすれば障害を解消することができるの

だろうか。

８　日本でエコノミックガーデニングを実
施するには

　米国で実施されているエコノミックガーデニ

ングの内容をそのまま日本に適用しても同じよ

うな効果があるとは限らない。米国と日本とで

は，地域経済開発にかかる仕組みが異なってい

るからである。日本では地方自治体が直接に地

域経済開発政策を策定し実施しているのに対し

て，米国では，地方自治体は開発区域（ゾーニン

グ）規制などを担当しており直接には企業支援

などを実施していないことが多い３５）。

　その代わりに，経済開発公社（Economic 

Development Corporation:EDC）という非営利

機関に経済開発計画の策定と実行を委託してい

る。州，郡，市のそれぞれのレベルでＥＤＣが設

置されていることもある。ＥＤＣの理事や主要ポ

ストには自治体職員もいて，理事長が州知事や

市長であることは珍しくない。こうした側面か

ら見れば，ＥＤＣは，日本の地方自治体の元に「産

業センター」「企業活性化センター」などの名称

で設置されている機関と性格が似ているかもし

れない。しかし，実際にＥＤＣの運営に当たる責

任者には民間出身者が任命されていたり，ＥＤＣ

の資金源が地方自治体や地元の大企業（電力会

社や電話会社）などから提供されていたりする

など，日本との相違も見られる。

　日本でエコノミックガーデニングを実施する

ことを考えるときに重要なのは，エコノミック

ガーデニングを制度論的アプローチによって解

釈することである。制度とは法律や規則のみな

らず慣習などによっても定められる規範である。

ある制度の下で実施されている政策を別の制度

において実施する場合には，その制度の下で政

策がどのように認識され理解され活用されるの

かがわかりにくい。政策を一つの制度から別の

制度へと「移植」するためには，全体の中でその

政策を位置づける「青写真」が必要となる。異な

る制度の間で青写真を提供するのが，制度論的

アプローチである。同時に，制度論的アプロー

チは実証研究のための理論的な基盤を提供する。

　例えば，米国における経済風土は個人を基盤

にした資本主義に親和的であり，情報と技術と

産業を主体にした，ドライな経済政策が効果を

持つ。米国でのエコノミックガーデニングにお

いては，企業家が利潤や自己実現というインセ

ンティブに基づいて自立的かつ積極的に行動す

るという暗黙の前提がある。一方，日本の経済

風土，特に地方における経済風土では個人の成

功よりも共同体の和が重視されがちであり，資

源と人間関係を主体にした，ウェットな経済政

策でないと長続きしないだろう。エコノミック

ガーデニングを日本に移植するためには，日本

の制度において，エコノミックガーデニングを

どのように位置づけるか，が大切になる。ドラ

イな経済風土で生まれたエコノミックガーデニ

ングをウェットな経済風土にどのように移植す
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るのか，つまり，「西洋庭園の造園技術」を「日本

庭園」に応用するにはどのようにすればよいの

か，考慮が必要となる。

　エコノミックガーデニングは，これまでの日

本の地域経済活性化政策と異なるところがある

と既にわかっている。例えば，旧来の地域経済

活性化政策である一村一品運動や特産品奨励な

どとは次のような相違がある。つまり，一村一

品運動などでは地元の中小企業の育成・強化が

政策として必ずしも重視されていなかったのに

対して，エコノミックガーデニングでは個々の

企業の収益改善や売上高の増加に焦点が当てら

れている。さらに，エコノミックガーデニング

では，地域クラスターの形成が必ずしも前提と

されていない。「地域クラスター」とは，「地理的

に近接する産学官の各種行動主体の集まりで

あって，その中にノウハウや知見，標準，生産

技術といった価値あるものが蓄積されており，

それら構成要素の間に網の目のような情報の流

通と協働のための横方向ネットワークが発達し

た状態」を指し，「地域内の各主体が相互に柔軟

で複雑な関連を持っているという側面に着目す

ると一種の生態系に喩えること」もできる３６）。

　そして，地域クラスターは「低賃金を前面に押

し出して大企業の工場を誘致するのではなく，

地域の中で知識のネットワークを充実させ，新

しい知識による新しい産業を創成し経済活性化

させる」ものである３７）。エコノミックガーデニン

グは，地域クラスターの考え方と一致するとこ

ろもあるが，ネットワークを拡大する方向性を

地域内よりも地域外に向けているところに特徴

がある。つまり，エコノミックガーデニングは

外部に開いているネットワークを重視する。

　エコノミックガーデニングを日本で実施する

場合には，米国の実施例よりも「地域主導」の政

策であることを強く打ち出すべきだろう。エコ

ノミックガーデニングの創始者であるクリス

チャン・ギボンズは，エコノミックガーデニン

グの理論的背景には，複雑系科学があると指摘

している３８）。ギボンズは明言していないものの，

次に述べるとおり，エコノミックガーデニング

の手法と内発的地域発展モデル（内発的発展論）

とは共通するものがある。

９　エコノミックガーデニングと 
内発的地域発展モデル

　内発的地域発展モデルとは，地域で入手可能

な資源と潜在的な地域力とを活用することによ

る開発戦略である３９）。この戦略の重要な要素は，

開発事業やプログラムの動機付け，計画策定，

実施，事業監理や評価において地元住民の参加

を広く求めるところにある。つまり，住民間の

協力により開発を企画し実行することが内発的

発展の中核を示す。内発的地域発展モデルでは，

地域開発のために，地域外に本拠地を置く大企

業など外発的な力に頼ろうとすることはないが，

同時に地域の外にネットワークを開き外部の企

業の力をうまく取り込んでいくことが重要にな

る。この場合，地域内部のネットワークと地域

外のネットワークとをリンクする「ローカル

リーダー」が地域の発展に大きな影響を与える。

　西川潤はこのローカルリーダーの重要性を次

のように述べている。「１９７０年代の半ばに鶴見和

子は社会変化の担い手の問題を提起した。彼女

はローカルな社会の変化を分析していて，ロー

カルな社会だけで変わるのはなかなか難しいこ

とを指摘している。そのローカルな社会と世界

システムと結びつく力，彼女の言葉では漂泊者

またはキー・パーソン，私の言葉を使うとネッ

トワーク型の地方リーダーだが，外の世界を

知っている人がローカルな社会に入り，この社

会を客観化することによって変革主体となる。

これは，シュンペーターの意味での「企業者」に

ほかならない。ローカルな社会の変化には地方

リーダーが必要となる。このリーダーは漂泊者

というか，地方社会と世界システムを繋いでい

く人にほかならない。」４０）

　エコノミックガーデニングの手法においては，

上に述べた「ローカルリーダー，キー・パーソン，
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あるいはネットワーク型の地方リーダー」の経

済面での機能を果たすのが，エコノミックガー

デニングの実施機関でありその機関のリーダー

であると言える。また，そうしたリーダーが適

用する「地元の企業を成長させる環境をつくる

政策」も，それ自体が地域力の要素の一つである

と言えよう。このように考えると，エコノミッ

クガーデニングと内発的地域発展モデルとは同

一の観点から議論することができる。つまり，

日本においてエコノミックガーデニングを議論

する際には，内発的地域発展モデルの考え方を

媒介にすれば，「西洋庭園の造園技術」を「日本庭

園」に応用するためのヒントとなろう。

　現実には，地方自治体は内発的地域発展の考

え方を適用しているのだろうか。渡邊博顕は，

都道府県と市町村を対象とするアンケート調査

に基づいて，市町村における雇用問題の位置づ

けと対応の方向性を整理した上で，次のように

述べている。「雇用問題を解決するための具体的

な戦略として，内発的な雇用創出と外発的な雇

用創出との両方を同じ程度重視するというケー

スが多かった。しかし，市，町では内発的雇用

創出と外発的雇用創出の両方を同じ程度重視す

るというところが多いのに対して，村では，地

理的な理由，高齢者比率が高いという人口の年

齢構成上の理由から，内発的な雇用創出を重視

せざるを得ないというところがほぼ同じ比率だ

けあった。」４１）

　この結果から考えられるのは，地元で入手で

きる資源や地理的な制約から内発的な雇用創出

を選択せざるを得ない地域はもちろん，外発的

な雇用創出が可能な地域であっても，内発的地

域発展モデルは適用できる。ただし，「ローカル

リーダー，キー・パーソン，あるいはネットワー

ク型の地方リーダー」という人的資源の重要性

は，内発的な雇用創出を選択せざるを得ない地

域であればあるほど高まるだろう。

　高齢化社会・人口現象社会における経済開発

戦略として重要な要素は，人的資源とそれを活

用する知識産業である。神野直彦は「知識社会で

は自然に働きかける主体である人間そのものを

向上させることが生産の前提条件となる。つま

り，人的投資が生産の前提条件となる。こうし

た人的投資を公共サービスとして供給しなけれ

ば，地域社会の再生は難しいことになる」と述べ

て，人的資源の重要性を主張している４２）。

　さらに，中村剛治郎は「知識労働の担い手は，

知識の創造性を磨き発揮できる場と同時に，自

らの人間としての再生を可能にする生活の場を

重視し，住みたいと考える地域での生活，貨幣

的所得だけでは入手できない優れた生活の質を

享受できる地域での暮らしを大事にする。知識

労働の担い手たちが，共通して注目するような，

高いレベルの生活の質を提供する住みよい都市

は，全国や世界から有能な人材を集積して知識

労働市場を発展させ，人材を求める企業の集積

を導き，地域的政治経済システムを組織しなが

ら，生産機能の連関する産業クラスターの形成

にとどまらず，独自の知識文化創造センターと

して発展していくことになろう」と述べている４３）。

これらの指摘はいずれも，物理的な投資に代わ

る新しい公共投資の方向性を示している。

１０　今後の検討課題・研究課題

　以上からわかるとおり，エコノミックガーデ

ニングは，理念においても制度面においても

ツールにおいても，日本の事情に合わせて導入

することができる。ただし，導入を促進するた

めには，今後進めるべき検討課題や研究課題と

して以下のようなものがある。

（１）実施主体のレベルについて

　エコノミックガーデニングを実施する主体と

して適切なのは，都道府県単位であるのか市町

村単位であるのかという検討が必要である。米

国の例を見る限りでは，市町村単位での実施が

望ましい。なぜならば，企業とのスピーディか

つ密接な交流関係を維持するためには都道府県

のような大きな単位では無理があるからだ。も
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し，市町村よりも広範囲な単位で実施するなら

ば，都道府県単位ではなく，実施機関を数カ所

の「支庁」あるいは「地域振興局」に分散させて実

施することが望ましい。実施主体を市町村単位

に保ちつつ，都道府県や主要な地方銀行が持つ

施設やプログラムを活用することによって，地

域の自主性と必要な資源とを確保することがで

きる。ただし，実施機関の人材に関しては都道

府県からの出向者を受け入れるなどの工夫が必

要かもしれない。

　なお，総務大臣が主催した定住自立圏構想研

究会（委員長：佐々木毅学習院大学教授）が、

２００８年５月に発表した「定住自立圏構想」では，

もはや「すべての市町村にフルセットの生活機

能を整備することは困難である」としたうえで，

「政府は，強いリーダーシップを発揮して，『集約

とネットワーク』の考え方で地方に関する政策

を再構成すべきである。中心市の機能と周辺市

町村に確保されるべき機能が有機的に連携して，

『定住』のための暮らしに必要な諸機能を確保す

るとともに，『自立』のための経済基盤や地域の

誇りを培い，全体として魅力あふれる地域を形

成していく。この考え方のもとに地方に関する

すべての政策を展開することによって，局面を

打開しなければならない。」と述べている４４）。政

府が今後，地方経済に関する政策を策定する上

でこの構想を重視することに鑑み，エコノミッ

クガーデニングの実施主体と定住自立圏構想と

の整合性について検討が必要である。

（２）業務のアウトソーシングについて

　これまでに述べた通り，エコノミックガーデ

ニングにおいては，地元の中小企業に対する情

報提供サービスが重要な役割を果たすが，業種

や企業により，また，マーケットや経済環境の

変化により，必要とされる情報の種類や質が変

化することが考えられる。すなわち，同一のプ

ログラムを全ての企業を対象として提供し続け

る，という姿勢と体制では，エコノミックガー

デニングを実施しても効果があまり上がらない

ことが予想される。この場合，情報提供サービ

ス，とくにマーケティング支援については行政

から民間企業や非営利団体にアウトソーシング

することが考えられるが，どのようにアウト

ソーシングすればよいか，検討が必要である。

（３）導入のための手順について

　エコノミックガーデニングの導入は，まず，

その地域のリーダーが導入を決意することから

始まる。それは，首長であっても経済界のリー

ダーであっても非営利部門のリーダーであって

もよい。誰かがエコノミックガーデニングの可

能性にコミットするところから始まる。

　コミットメント表明の後には，地域内でエコ

ノミックガーデニングを実施することへの合意

を形成する段階がある。この段階では，地域の

主要リーダー（首長，議会，商工会，など）がエ

コノミックガーデニングをその地域の開発戦略

として導入することについて同意し，長期に亘

る政策であることを理解することが必要になる。

同時に，企業が求めるサービスの内容や規模な

どについて地元の企業から詳細な聞き取り調査

を行うことが望ましい。この合意形成の段階は

６ヵ月から１年かかると予想される。

　エコノミックガーデニング実施の中心となる

スタッフが手法を習熟するようにトレーニング

することも必要となる。現在，日本にはエコノ

ミックガーデニングに詳しい人材が乏しいため

にトレーニングには米国のコンサルタントなど

から支援を仰ぐ必要がある。このために，トレー

ニングの段階では約６ヵ月以上が必要となるだ

ろう。

　本格的にエコノミックガーデニングを導入す

るのに先立ち，パイロットプロジェクトを実施

することが望ましい。この段階では，業務の一

部を外部委託したり都道府県の機関と協力する

などしたりして，業務の方法や規模について見

直しをするチャンスがある。

　この一連の手順には合計で２年以上かかるだ

ろう。そして本格的に導入した後でも，地域に

�� 企業環境研究年報　第１３号



目に見える効果が発現するにはさらに時間がか

かることが予想される。地方分権の進展と地元

の意向の尊重はエコノミックガーデニングへの

追い風であることには違いないが，こうした時

間の流れを理解しつつ，エコノミックガーデニ

ングの導入を検討することが必要である。

（４）地域経済開発政策の実証研究

　エコノミックガーデニングは費用対効果の観

点からどのように評価できるのか，また企業誘

致と較べてどれだけの経済効果があるのか，に

ついては計量的な分析がまだなされていない。

エコノミックガーデニングを実施した自治体の

数が少なく実施も比較的新しいために，実証的

な比較研究のために必要なデータが集まりにく

いこともその理由である。しかしながら，エコ

ノミックガーデニングのような企業支援政策を

行った場合に発生した企業活動の変化を実証的

に測定することで，エコノミックガーデニング

の効果についてさらに詳しいことがわかってく

るだろう。どのような指標を使えばエコノミッ

クガーデニングの効果を測定できるのか，研究

が必要である。

１１　おわりに

　米国でエコノミックガーデニングを実践して

いる専門家によると，米国では，起業家活動を

通じて地域経済を開発する手法が２００５年頃から

盛んになったそうだ。米国の社会経済現象が日

本に浸透するのに約１０年かかるというこれまで

の傾向が正しいとすれば，２０１５年頃までには日

本でも起業家活動の促進と地元企業の育成強化

による地域経済開発が大きく注目されることに

なるだろう。どの市町村がまずエコノミック

ガーデニングを導入するのか，その結果として

どれくらいの効果があるのか。エコノミック

ガーデニングの日本での実践にはまだ検討課題

や研究課題が残されているものの，日本におい

て積極的な活動をする必要性を再認識している。

１）地域開発コンサルタントであるＪａｃｋ Ｓｃｈｕｌｔｚの
ウェブサイトｈｔｔｐ://ｂｏｏｍｔｏｗｎｕｓａ.ｂｌｏｇｓｐｏｔ.ｃｏｍ
/２００８/１０/ｌｏｖｅ-ｄａｋｏｔａ-ｃａｂｉｎ-ｑｕｉｌｔｓ-ｅｚｉｎｅ.ｈｔｍｌ
（２００８年１０月２７日閲覧）を参照。
２）大西隆ほか（２００５）
３）例えば，（１）各地域における独自の取り組みを考
慮に入れない，（２）技術進歩などによる生産性の向
上は１９９０年代平均と同じ値で推移する，（３）経済活
動に応じて地域間の人口移動が変化する，などの前
提条件をおいている。
４）村山雅弥がまとめた中村剛治郎の発言，産経新聞
取材班（２００６）１９０－１９１頁。
５）Ｆｒｅｉｄｍａｎ, Ｔｈｏｍａｓ Ｌ.（２００５）
６）経済学用語では「厚生経済学の基本定理」という。
７）堂目卓生は，日本経済新聞２００７年８月１４日付「経済
教室・甦る経済思想（１）」において次のように書い
ている。「確かにスミスは，個人が利己心に基づき自
由に経済活動を行ってよいとした。しかし実際には
重要な留保条件をつけていた。個人の経済活動は正
義によって制御されていなければならないのだ，と。
一方，政府は防衛，司法および若干の公共事業を行
う以外，経済に介入してはならなかった。」
８）Ｈａｌｌ, Ｒｏｂｅｒｔ Ｅ. ａｎｄ Ｍａｒｃ Ｌｉｅｂｅｒｍａｎ（２００５）
９）Ｖａｎ Ｓｔｅｌ, Ａｎｄｒｅ（２００６），１４５－１６０頁。
１０）同書，１１３－１３７頁，および２１２頁。
１１）Ｂｒｕｃｅ, Ｄｏｎａｌｄ, Ｊｏｈｎ Ａ. Ｄｅｓｋｉｎｓ, Ｂｒｉａｎ Ｃ. Ｈｉｌｌ, ａｎｄ 
Ｊｏｎａｔｈａｎ Ｃ. Ｒｏｒｋ（２００７）
１２）長田直俊・渡辺千仭（２００４）
１３）Ａｕｄｒｅｔｓｃｈ, Ｄａｖｉｄ Ｂ. ａｎｄ Ｍａｘ Ｋｅｉｌｂａｃｈ.（２００４）
１４）Ｃａｒｒｅｅ, Ｍａｒｔｉｎ Ａ. ａｎｄ Ｒｏｙ Ｔｈｕｒｉｋ（２００３）
１５）エドワード・ファイゲンバウムおよびディビッド・
ブルナー（２００２）

１６）同書，１７頁
１７）同書，１１５頁。
１８）エコノミックガーデニングに関する学術論文は，
日本でも米国でもあまり例がない。米国政府の白書
で取り上げられた「エコノミックガーデニング」に
ついての解説としては，Ｑｕｅｌｌｏ, Ｓｔｅｖｅ ａｎｄ Ｇｒａｈａｍ 
Ｔｏｆｔ（２００６），およびその翻訳である中小企業総合研
究機構（訳）（２００７）の第６章を参照のこと。

１９）日本でも同様の事態である。２００７年１１月１９日付の
日本経済新聞記事「グローカル Ｖｉｅｗ 企業誘致，補
助金が高額化」によれば，企業誘致で競り合ったと
きに決め手になるのは補助金だとの意識が自治体
間で根強いと指摘されている。

２０）ガゼルとは，跳躍力に優れ高速で長時間走れるシ
カに似た動物である。

２１）Ｂａｒｒｉｏｓ, Ｓｈａｒｏｎ ａｎｄ Ｄａｖｉｄ Ｂａｒｒｉｏｓ（２００４），８９頁。
２２）中小企業総合研究機構（訳）（２００７），１９１頁。
２３）“ECONOMIC GARDENING FOR THE CITY OF 
BEAVERTON”, Presented to the Beaverton 
Chamber of Commerce Board of Directors, 
Questions and Answers. October １９, ２００６. ｐ.１.（２００８
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年６月にビーバートン市ビジネス資源チームの職
員より入手）

２４）リトルトン市が使用しているデータベースの一覧
は，ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｌｉｔｔｌｅｔｏｎｇｏｖ.ｏｒｇ/ｂｉａ/ｅｃｏｎｏｍｉｃｇａｒｄ
ｅｎｉｎｇ/ｄａｔａｂａｓｅｓ.ａｓｐ（英文）を参照。
２５）ここで述べた分析報告書は，２００８年８月１５日～１８
日に米国ミシガン州で開催された Economic 
Gardening Professional Development Training に
おいて実習の材料として提供された資料である。

２６）ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｇｏｏｇｌｅ.ｃｏｍ/ａｎａｌｙｔｉｃｓ/ｊａ－ＪＰ/ｉｎｄｅｘ.
ｈｔｍｌ

２７）ｈｔｔｐ://ａｄｗｏｒｄｓ.ｇｏｏｇｌｅ.ｃｏ.ｊｐ/
２８）エコノミックガーデニングについて紹介した記事
は，例えば，以下の通りである。山本尚史「地域経
済活性化の新手法　エコノミックガーデニング」
『地域開発』２００７年１０月号５６－５７頁，「地域活性化の
ため地元企業育成　エコノミック・ガーデニングの
手法広まる」『日刊通商弘報』２００７年１２月２０日号，山
本尚史「識者評論　地域の再生に向けて」２００８年２
月５日共同通信による配信，「アメリカの中小企業
白書で紹介地域活性化の新戦略」『まちづくり新聞』
２００８年４月１５日第１７３号，山本尚史「エコノミック
ガーデニング:地元企業を育成して地域活性化を」
『信用金庫』２００８年９月号２－８頁。
２９）伊勢原市議会会議録検索ページ（ｈｔｔｐ://ａｓｐ.ｄｂ-ｓｅ
ａｒｃｈ.ｃｏｍ/ｉｓｅｈａｒａ-ｃ/）から２００８年１０月２２日に当該発
言を検索して閲覧。

３０）ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｙｏｎｅｚａｗａ.ｙａｍａｇａｔａ.ｊｐ/ｇｉｋａｉ
/２００８.６/２００８.６.１６.ｐｄｆを２００８年１０月２２日にダウンロー
ドして閲覧。

３１）株式会社東京商工リサーチの企業情報サービスの
ホームページ（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｔｓｒ-ｎｅｔ.ｃｏ.ｊｐ/ｓｅｒｖｉｃｅ/ｉｎ
ｄｅｘ.ｈｔｍｌ）を２００８年１１月５日に閲覧。

３２）株式会社インテージのホームページ（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.
ｉｎｔａｇｅ.ｃｏ.ｊｐ/ｓｅｒｖｉｃｅ/ｍａｒｋｅｔｉｎｇ/）を２００８年１１月５
日に閲覧。

３３）帝国データバンクのホームページ（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｔｄ
ｂ.ｃｏ.ｊｐ/ｌｉｎｅｕｐ/ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ）を２００８年１１月５日に閲覧。

３４）財団法人さっぽろ産業振興財団札幌中小企業支援
センターのホームページ（ｈｔｔｐ://ｃｈｕｓｈｏ.ｃｅｎｔｅｒ.ｓｅｃ.
ｏｒ.ｊｐ/Ｆ- １- １-１.ｈｔｍ）を２００８年１１月５日に閲覧。

３５）米国では，「私は役所の者です。あなたの助けにな
りたいのです。（Ｉ ａｍ ｆｒｏｍ ｔｈｅ ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ, ａｎｄ Ｉ ｗ
ａｎｔ ｔｏ ｂｅ ｏｆ ｙｏｕｒ ｈｅｌｐ.）」というセリフが「世の中の
三大ウソ」の一つとして知られているそうである。

３６）松島克守・濱本正明・坂田一郎（２００５），５３頁。
３７）同書，１５８頁。
３８）中小企業総合研究機構（訳）（２００７），１８６－１８８頁。
３９）「地域力」の要素として，赤石義博は以下の９つを
挙げている。①そこに住む人々，②自然（山，川，
海，など），③自然の条件（風，気温，降雨量，など），
④自然の産物（鉱物，農林水産物，など），⑤（地場・
伝統）産業の集積と培われた技能技術の集積，⑥地
理的位置，⑦都市の集中力，⑧都市の前社会的統一
（人，物，金，情報の流れ），⑨歴史的文化遺産。（赤

石義博「全研基調講演・地域力経営とは」『中小企業
家しんぶん』２００８年３月２５日号）。

４０）西川潤（２０００），７２－７３頁。
４１）渡邊博顕（２００７），２０８－２０９頁。
４２）神野直彦（２００２），１４５頁。
４３）中村剛治郎（２００４），４０２頁。
４４）定住自立圏構想研究会報告書，前文。定住自立圏
構想研究会のホームページ（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｓｏｕｍｕ.ｇｏ.
ｊｐ/ｍｅｎｕ_０３/ｓｈｉｎｇｉ_ｋｅｎｋｙｕ/ｋｅｎｋｙｕ/ｔｅｉｚｙｕ/ｐｄｆ
/０８０５１６_２.ｐｄｆ）を２００８年１１月５日に閲覧。
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